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１．研究計画の概要
本研究は、わが国の現行時効法の意義と判

例・学説の到達点及び議論されている重要問
題に関する解釈論を網羅的に再検討し、諸外
国の最近の改正の動向を比較研究すること
によって、わが国における民法改正による時
効法のあり方を探求し、時効法改正作業に学
問的に寄与することを目的とするものであ
る。

２．研究の進捗状況
(1) オランダ新民法典（１９９２年施行）、ケ
ベック新民法典（１９９４年施行）なども視
野に入れつつ、主として、ドイツ新消滅時効
法（２００２年施行の改正民法における時効
規定）、フランス債務法改正準備草案（２０
０５年司法大臣提出）、ヨーロッパ契約法原
則（２００２年公表の第３部第１４章「時
効」）、ユニドロワ国際商事契約原則２００４、
韓国民法改正草案（２００４年公表）におけ
る時効法（案）を検討するとともに、これら
各国法およびモデル法と日本法を対比し、わ
が国の時効法との差異と優劣、いずれを選択
すべきか、第３の制度設計があるかという視
点からわが国の時効法の妥当性を研究する
とともに、中断・停止等の個々の制度のあり
方を検討した。
(2) それにより、わが国の時効法改正に際し
ては、取得時効と消滅時効に共通する総則を
置き、現行の中断事由の多くを停止事由とし
（現行の権利行使型の中断事由を全面的に
停止事由とし、また交渉も停止事由に加えつ
つ、再進行事由を除いて停止はすべて完成停
止とするなど）、損害賠償請求権の消滅時効
規定を統一することが望ましい等の結論に

いたった。

３．現在までの達成度
①当初の計画以上に進展している。

1970 年代半ば以後の時効に関する条約・
各国の立法と改正案・モデル法を、消滅時効
の要件・効果、時効総則の有無、時効観の観
点から分析・検討することにより、近時の国
際的動向を知ることができた。翻って、わが
国現行時効法および判例・学説の分析から得
られた知見を総合することにより、望ましい
と考える時効制度の骨格を固めるに至った。

４．今後の研究の推進方策
時効制度を考えるうえでその基盤となる

存在理由を探求するには、まず、現在果たし
ている機能を知ることが必要である。そのた
めには、時効の援用が信義則違反ないし権利
濫用とされる事案の総合的な研究が欠かせ
ない。今後は、主に、ここに焦点をあてて研
究する予定である。
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